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令和３年度末までにすべての施設で避難確保計画の作成及び避難訓練の実施
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■ 避難確保計画の令和３年度内作成について

○水防法、土砂災害防止法では、市町村地域防災計画に定められた要配慮者利用施設に対して、
避難確保計画の作成及び避難訓練の実施を義務づけております
○国土交通省及び石川県では、令和３年度末までに全ての施設で避難確保計画の作成や避難訓練
の実施を行うことを目標としております
○市町村は、この目標達成に向け、施設に計画作成を働きかけるなど、必要な取組みをお願いします
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■ 災害対策基本法改正に伴う避難情報の名称の変更

防災意識向上対策リーフレット

○災害対策基本法の改正により、避難勧告と避難指示が避難指示へ一本化されました



（１）水害や土砂災害など、施設が有する災害リスクの適切な把握

（２）災害リスクに適切に対応した避難先の選定と複数の避難先の確保

（３）個々の施設状況を考慮した避難開始のタイミングの設定

（４）利用者の円滑な避難に資する避難支援体制の確保

（５）訓練実施と訓練で得られる教訓の避難確保計画への反映

（６）職員及び利用者家族等への災害リスク及び避難確保計画の周知

（７）市町村との情報連絡体制の確立

■ 要配慮者利用施設における避難の実効性確保の取組み
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（１）水害や土砂災害など、施設が有する災害リスクの適切な把握 社会福祉施設の対応

○施設が有する災害リスクを災害の種類ごとに適切に把握することが必要です

○災害リスクがある場合は、浸水の深さや建物倒壊等のおそれ、避難場所や避難路などについても把握が必要で
す

【浸水リスクがある場合】
・ 浸水深
・ 浸水継続時間
・ 家屋倒壊等氾濫想定区域の
該当の有無など

リスクを適切に
把握

ハザードマップ（市町村）

浸水想定区域図 土砂災害警戒区域図（国、都道府県）

【土砂災害リスクがある場合】
・ 土砂災害警戒区域の範囲
（避難経路含む）

・ 土砂災害の種類（がけ崩れ、
土石流、地すべり）など



○施設の有する災害リスクに応じた避難方法および避難先を決定することが重要です
○計画どおりに避難ができない場合を想定し、複数の避難先の確保等が重要です

・市町村が公表しているハザードマップ
・国や都道府県が公表している浸水想定区
域図、土砂災害警戒区域図等を活用
※「（１）水害や土砂災害など、施設が有する災害
リスクの適切な把握」を参照

施設の有する災害リスクの把握

避難方法の決定

立退き避難

避難先の決定

市町村等の指定緊急避難場所 安全な他の社会福祉施設 屋内安全確保（垂直避難）

✓「警戒レベル３高齢者等避難」の
発令のタイミングで避難先が開所
することを確認

✓他施設との平時からの協力体
制の構築

✓垂直避難する場合は、浸水しない床高へ避難するこ
とに加え、必要な物資（水・食糧、薬等）のほか、電気
やガス、水道等が使用できないことへの対策を執る
✓円滑かつ迅速な避難に必要なエレベータやスロープ
等の避難設備を設置
✓避難が長時間に及ぶことなども想定して、多重的に
複数の避難先を確保

■施設外へ避難（以下に該当する施設は原則、立退き避難）
・家屋倒壊等氾濫想定区域
・土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域

施設が留意すべき点

いずれのケースにおいても、計画どおりに避
難ができないことも想定し、少しでも被害を
受け難い高い場所や斜面の反対側の部屋
に緊急的に移動する「緊急安全確保」の方法
や、そのような事態に陥ったときの連絡体制
等を決めておくこと

緊急安全確保

■施設内で避難
・施設外への避難ができない場合など

施設が留意すべき点 施設が留意すべき点
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（２）災害リスクに適切に対応した避難先の選定と複数の避難先の確保 社会福祉施設の対応
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（３）個々の施設状況を考慮した避難開始のタイミングの設定 社会福祉施設の対応
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（４）利用者の円滑な避難に資する避難支援体制の確保 社会福祉施設の対応
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（５）訓練実施と訓練で得られる教訓の避難確保計画への反映 社会福祉施設の対応
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（６）職員及び利用者家族への災害リスク及び避難確保計画の周知 社会福祉施設の対応
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（７）市町村との情報連絡体制の確立 社会福祉施設の対応



まとめ ～避難の実効性確保のために～

水害や土砂災害など、施設が有する災害リスクの適切な把握

災害リスクに適切に対応した避難先の選定と複数の避難先の確保

個々の施設状況を考慮した避難開始のタイミングの設定

利用者の円滑な避難に資する避難支援体制の確保

訓練実施と訓練で得られる教訓の避難確保計画への反映

職員及び利用者家族等への災害リスク及び避難確保計画の周知

市町村との情報連絡体制の確立
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令和３年度末までにすべての施設で避難確保計画の作成及び避難訓練の実施

水防法、土砂災害防止法では、市町村地域防災計画に定められた施設に対して
避難確保計画の作成、避難訓練の実施を義務づけております

目標

まず訓練を実施し、訓練で得られた教訓を踏まえて、避難確保計画の充実を図るようお願いします。


